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研究成果の概要（和文）：本科研についてのテーマである、フランスの市民・道徳教育について研究成果をあげ
ることができた。研究代表者・研究分担者・研究協力者（合計4名）で共著原稿をかくこともできたし、関係者
２名による共著も２冊だすことができている。他にもそれぞれ自分の研究に関して、論文および発表、著書を成
果物としてまとめることができた。具体的内容については一覧を参照していただきたい。

研究成果の概要（英文）：We made many resarch results on the theme of civic and moral education in 
France.  We four person made one research paper and also, two of our members published two books.  
Concretely, we made a report on the other pages.

研究分野： 教育学（社会科・公民科教育）

キーワード： フランス　道徳教育　市民教育　社会科公民科教育　憲法学　国際関係論　教育行政学

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
フランスにおける市民教育および道徳教育についてそれぞれの研究者の研究方法に応じて研究成果をあげること
ができた。日本では道徳の教科化が実施されたばかりの時期にあるが、その内容を市民道徳とすべきという論者
がいる。その点からも道徳・市民教育を一つのまとまりとするフランスに着目することは有意義であり、今後さ
らなる研究成果をだすことが必要である。今回はメンバーがそれぞれの手法にて研究成果を公表しているが。ま
とまったものは今後の課題とさせていただだきたい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
現代日本において、市民教育の必要性が 18 歳選挙権の導入などを理由に多方面から指摘され

ているとともに、小学校および中学校で道徳が「教科化」、高等学校で公民科のなかに新たな教
科「公共」が必修化されるという動きがある。日本の状況をみるに、市民教育や道徳教育の重要
性がいわれていることに疑いの余地はない。市民教育（シティズンシップ教育）に関しては、近
年多数の論稿がかかれており、さまざまな視点からの国際比較研究をふくめて注目が集まって
いる分野である。 
本研究では日本の問題を議論するための一つの視点を提供することを目指すために、フラン

スの動向に着目した。フランスでは、一つの教科（市民・道徳科）を小学校、中学校および高校
まで必修教科としており、その 2012 年の政権交代以降の改革動向に注目することとして、研究
を行うこととした。2013 年にだされた新教育基本法（ペイヨン法）および、2015 年にだされた
学習指導要領およびその周辺の政府関係文書がまず研究となるが、特に日本においては未開拓
領域であったゆえに注目する価値は高いと考えた。 
 
 
２．研究の目的 
 フランスの市民・道徳教育に関しては、2015 年に学習指導要領が新たに告示されてから「共
和国の価値」の教育がさらに注目されている。どのように行われているか、その内実はどうなっ
ているかを明らかにすることに主眼をおいた。フランスにおける私立学校は宗教系のところが
多く、さらに近年ではイスラーム系の私立学校も増加してきていて、研究の対象にもなりはじめ
てきている。フランスの公立学校においては第三共和政期（1882 年）以来宗教教育は排除され
ており、それが宗教的中立であると考えられている。フランスの公教育におけるライシテ（脱宗
教性）の原則は疑う余地のないものである。2013 年の政権交代以降、ライシテの原則は強調さ
れるようになり、「ライシテ憲章」がつくられて、各学校に掲示されることは義務化されている。 
公立学校だけでなく、ライシテの原則が適用されない私立学校においても実態を明らかにしよ
うとすることを研究目的とした。その背景としてはフランスにおける移民問題やイスラーム教
徒の増加の問題がある。そういったことを明らかにすることを試みた。 
 
 
３．研究の方法 
研究対象として未開拓領域である最新のカリキュラム改革動向を、公民科教育学・憲法学・国

際関係論・教育行政学からの複眼的アプローチによって学際的に研究を行い、研究関係の資料・
文献および実態調査から明らかにすることを試みた。各自が各自の方法で、政府関係資料やフラ
ンスで使用されている教科書などの一次資料、さまざまな文献を読み込むとともに、アウトプッ
トとしての論文の作成をめざした。また、各人が所属する学会や研究会などで発表をすることに
よって批評をうけることを通して、研究を進展させることをめざした。 

2019 年 3 月に 1 度はメンバーで渡仏し、フランスの公立学校および私立学校について実地
調査を行うという研究方法を用いた。その際には訪問することによってのみ得ることのできる
資料や情報を入手し、持ち帰ったものは帰国後に分析対象とすると同時に、成果物とつなげるこ
とをおこなった。とくに私立学校に訪問することができたことは、まだ十分に研究成果物にでき
てはいないが、今後さらなる研究成果をあげるための足掛かりとすることができる。 
 なお、この研究機関中に研究分担者であるメンバーの 1 名が勤務先よりサバティカルの機会
をえることができた。その間、連絡はとりにくくなったもののフランスに滞在することによって
さらなる研究をすすめることができ、それは今後の研究活動にいかしていくことができる。 
 
 
４．研究成果 
 研究代表者、研究分担者（2名）、研究協力者（1 名）による共著原稿（「フランスにおける小
学校 2015 年版『道徳・市民』科学習指導要領」）をかくことはできた。フランスの道徳・市民科
の 2015 年版学習指導要領の資料解題が中心になるが、今後の研究のための基礎資料とすること
ができる。また、研究代表者・研究分担者（1名）からなる共著（『新版 教育と法のフロンティ
ア』など）をだすことができた。 
さらに、各人が論文、単行本の原稿執筆、また学会発表を積極的に行うことができた。メンバ

ー4 名が全員会員となっている、フランス教育学会紀要には査読付き論文をふくめて研究代表
者・研究分担者ともになんらかの成果物を掲載することができた。また、所属大学において大学
紀要における投稿も行ったことは、研究成果にあらわれていることといえる。 
 研究代表者はフランスの道徳・市民教育について歴史的検討および現代的問題としての検討
の双方から研究成果をあげ、論文および単行本の分担執筆として数々の成果物へとつなぐこと
ができている。 
詳しくは一覧を参照していただきたい。研究協力者（1名）は本研究期間内に博士の学位を取

得することができた。研究代表者および研究分担者（1名）は博士号をまだ取得していないもの
の、本研究機関内に博士論文執筆にむけての準備をすることができた。 



 なお、日本の学界においてシティズンシップ教育が注目されていることは既に述べたが、2019
年 12 月より日本シティズンシップ教育学会が発足することとなった。研究代表者は理事として
参加することになり、本研究で学んだことも生かして学会を立ち上げる活動に参加した。これか
らも学会参加をとおして社会貢献にもつなげる所存である。 
本研究機関内にフランスにおけるイスラーム系私立学校についての調査報告については、ま

だ研究成果を公刊することができていない。それは、次年度以降のさらなる課題とさせていただ
きたい。 
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